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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　荷電粒子源と、
　前記荷電粒子源から放出される一次荷電粒子線を集束する対物レンズと、
　前記一次荷電粒子線を試料上で走査する走査偏向器と、
　前記一次荷電粒子線の走査によって試料から発生する信号粒子を検出する検出器と、を
備え、
　前記検出器の信号粒子を用いて試料像を取得する荷電粒子線装置において、
　前記一次荷電粒子線の試料への照射角を偏向する偏向器と、
　前記一次荷電粒子線の走査における同一ライン上で、前記照射角を第一の状態および第
二の状態に切り替える切替手段と、
　試料上の走査における同一ライン上で、前記第一の状態での照射角による走査と、前記
第二の状態での照射角による走査との２回の走査を行い実時間で取得された、前記第一の
状態での照射角で取得した第一の試料像と、前記第二の状態での照射角で取得した第二の
試料像を横に並べて表示する交差法または平行法を選択する第一のボタンと、
　試料上の走査における同一ライン上で、前記第一の状態での照射角による走査と、前記
第二の状態での照射角による走査との２回の走査を行い実時間で取得された、前記第一の
状態での照射角で取得した第一の画像データと、前記第二の状態での照射角で取得した第
二の画像データを立体液晶ディスプレイの画素配列に合わせて入力する立体液晶ディスプ
レイによる立体観察を選択する第二のボタンと、を備えることを特徴とする荷電粒子線装
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置。
【請求項２】
　請求項１の荷電粒子線装置において、
　前記第一の状態での照射角で取得した第一の試料像と、前記第二の状態での照射角で取
得した第二の試料像を用いて、前記試料の傾斜方向からの立体像が観察可能であることを
特徴とする荷電粒子線装置。
【請求項３】
　請求項１の荷電粒子線装置において、
　前記一次電子線の傾斜方向ごとに、前記偏向器に流す電流値を規定するテーブルを記憶
することを特徴とする荷電粒子線装置。
【請求項４】
　請求項１の荷電粒子線装置において、
　前記偏向器より荷電粒子源側に、一次荷電粒子の非点収差を補正する非点収差補正器を
備えたことを特徴とする荷電粒子線装置。
【請求項５】
　請求項１の荷電粒子線装置において、
　前記荷電粒子線装置は、前記偏向器より荷電粒子源側に集束レンズを備え、
　前記対物レンズで発生する軸外収差を当該集束レンズで相殺することを特徴とする荷電
粒子線装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、荷電粒子線装置及びその画像表示方法に関し、特にステレオペア像観察機能
を備えた荷電粒子線装置における、三次元画像の構築方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　走査電子顕微鏡に代表される荷電粒子線装置では、三次元画像を取得する場合、左目用
の画像と右目用の画像の角度の異なる方向から取得した二枚の画像を用い、２つの画像を
交互に表示したり（引用文献１）、交差法，平行法、または赤青めがねを使用したアナグ
リフ法を用いて立体観察を行っていた。
【０００３】
　また、近年では、試料に対して荷電粒子線を傾斜させて試料の傾斜像を得る方式（特許
文献２）や、三次元画像表示方法として、立体液晶ディスプレイが開発され、立体観察に
応用できる技術がそれぞれの技術分野で発展した。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】実開昭５５－４８６１０号公報
【特許文献２】特開平２－３３８４３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上記公開されている従来技術は、光軸中心から左右均等な角度（例えば±３゜）で、一
軸方向（例えばＸ方向）のみの視差画像から立体画像を構築していたため、試料を真上か
ら見た立体画像しか得ることができなかった。
【０００６】
　試料ステージの傾斜や回転で、他方向（例えば斜め方向）から見た立体像を得ることが
可能と考えられるが、試料ステージの機構的な設定時間や観察位置のずれが懸念され、操
作が煩雑になる。
【０００７】
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　また、立体観察方法にはそれぞれ以下のような特徴があり、どの観察方法が優れている
かは一概には判断できない。
【０００８】
　交差法や平行法は専用の道具は必要なく裸眼で立体視が可能だが、通常操作に不向きで
あり、訓練が必要で、どちらかを苦手とする操作者も少なくない。
【０００９】
　さらに、アナグリフ法は訓練の必要なく立体観察が可能だが、常時赤青めがねが必要で
あるため、通常操作に不向き，色フィルタによる輝度低下等の問題がある。
【００１０】
　さらにまた、立体液晶ディスプレイは訓練の必要がなく、裸眼で立体観察が可能なため
通常操作の障害にもなりにくいが、設置スペースを要し、高価である。
【００１１】
　このように、各観察方法にはそれぞれ長所・短所があり、操作者によって得意・不得意
もあるため、立体観察方法が自由に選択可能であれば使いやすさが向上する。
【００１２】
　本発明の目的は、荷電粒子線装置において、左右の視差画像を上方向からだけでなく、
斜め方向から取得する取得手段を提供することにある。また、立体観察方法を切り替える
ことのできる視差画像表示手段及び操作画面を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明は、荷電粒子源と、前記荷電粒子源から放出される一次荷電粒子線を集束する対
物レンズと、前記一次荷電粒子線を試料上で走査する走査偏向器と、前記一次荷電粒子線
の走査によって試料から発生する信号粒子を検出する検出器と、を備え、前記検出器の信
号粒子を用いて試料像を取得する荷電粒子線装置において、前記一次荷電粒子線の試料へ
の照射角を偏向する偏向器と、前記一次荷電粒子線の走査における同一ライン上で、前記
照射角を第一の状態および第二の状態に切り替える切替手段と、試料上の走査における同
一ライン上で、前記第一の状態での照射角による走査と、前記第二の状態での照射角によ
る走査との２回の走査を行い実時間で取得された、前記第一の状態での照射角で取得した
第一の試料像と、前記第二の状態での照射角で取得した第二の試料像を横に並べて表示す
る交差法または平行法を選択する第一のボタンと、試料上の走査における同一ライン上で
、前記第一の状態での照射角による走査と、前記第二の状態での照射角による走査との２
回の走査を行い実時間で取得された、前記第一の状態での照射角で取得した第一の画像デ
ータと、前記第二の状態での照射角で取得した第二の画像データを立体液晶ディスプレイ
の画素配列に合わせて入力する立体液晶ディスプレイによる立体観察を選択する第二のボ
タンと、を備えることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１５】
　以上の構成により、リアルタイムの三次元観察を実行することができ、ユーザは自分に
適した立体観察方法を容易に指定することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明の一例である走査電子顕微鏡の概略図。
【図２】ビーム中心は傾斜させずに対称に傾斜させる手段。
【図３】ビーム中心を傾斜させて視差画像を独立に取得する手段。
【図４－ａ】ビーム傾斜の説明図（ｘ方向）。
【図４－ｂ】ビーム傾斜の説明図（ｙ方向）。
【図４－ｃ】ビーム傾斜の説明図（傾け角φ，回転角θ，視差角ω）。
【図５】制御テーブルの一例。
【図６】本発明の一例である荷電粒子線装置の操作画面の構成例。
【図７】本発明の応用例である、離軸したビームが対物レンズに入射することで発生する
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試料上の収差を複数段レンズの光学系で総合的に相殺させる場合。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、図面を用いて本発明の実施の形態を説明する。
【００１８】
　図１は、本発明の一例である走査電子顕微鏡の概略構成図である。
【００１９】
　荷電粒子源となる電子銃１′を構成する陰極１と陽極２との間には、制御部となるコン
ピュータ２８により制御される高圧制御電源１８により電圧が印加され、一次荷電粒子線
となる一次電子線３が陰極１から引き出され、さらに加速用の陽極（図示省略）を介して
加速されて後段のレンズ系に導かれる。
【００２０】
　一次電子線３は、第１の集束レンズ制御電源１９で制御される第１の集束レンズ４で集
束され、さらに第２の集束レンズ制御電源２０で制御される第２の集束レンズ５で集束さ
れ、絞り板６で一次電子線３の不要な領域が除去された後に、第１のビーム傾斜角制御電
源２４で制御されるビーム傾斜角制御コイル１０に導かれる。ビーム傾斜角制御コイル１
０は上段偏向コイル１０ａと下段偏向コイル１０ｂからなる。ビーム傾斜角制御コイル１
０より上には、非点収差補正コイル８が設けられているが、この機能については後述する
。なお、非点収差補正コイル８は、非点収差補正電源２３により電流制御される。
【００２１】
　対物レンズ制御電源２６で制御される対物レンズ１２の上段には、前述のビーム傾斜角
制御コイル１０が配置され、さらにビーム傾斜角制御コイル１０の周囲には、一次電子線
３を試料１４上で走査するための上下２段の走査コイル１１（１１ａ，１１ｂ）が配置さ
れている。走査コイル１１は、走査コイル制御電源２５により制御される。
【００２２】
　一次電子線３は、走査コイル制御電源２５により走査コイル１１を介して水平方向偏向
電流制御、垂直方向に偏向電流制御され、試料１４上で二次元的に走査制御される。一次
電子線３の照射で試料１４から発生した二次電子は、二次電子分離用の直交電磁界発生装
置（図示省略）により一次電子から分離されて二次電子検出器１６により検出される。二
次電子検出器１６で検出された信号は、信号増幅器１７で増幅された後、信号入力部２７
を介してコンピュータ２８に入力される。
【００２３】
　また、試料上からの一次電子線３の反射電子も反射電子検出器１３を介して検出され、
信号増幅器１７で増幅された後に、信号入力部２７を介してコンピュータ２８に入力され
る。この反射電子もコンピュータ２８により反射電子画像として画像処理され、表示装置
２９を介して表示することが可能である。
【００２４】
　なお、符号の３１は入力装置であり、画像の取り込み条件（二次元観察及び三次元観察
モードの切り替え操作，走査速度，加速電圧など）を設定する。
【００２５】
　本実施例では、コンピュータ（制御部）２８により第１ビーム傾斜角制御電源２４及び
走査コイル制御電源２５を介して、ビーム傾斜角制御コイル１０及び走査コイル１１を電
流制御することにより、リアルタイム（実時間）による三次元観察を実行する上で、さら
にビーム傾斜角制御コイル１０により、試料ステージ１５などの機構的動作を行わずに試
料の観察方向を可変する。
【００２６】
　以下、リアルタイムによる三次元観察について記述する。
【００２７】
　試料上の走査における同一ライン上で、視差角分に相当する左傾斜による走査と右傾斜
による走査との２回の走査を行うように一次荷電粒子線（例えば電子線やイオン線等の荷
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電粒子線）３を制御し、１ライン単位または１フレーム単位で切り替えて実時間で左右の
視差画像を取得し、画像メモリ３０に記憶する。すなわち、コンピュータ２８は、奇数番
目の走査すなわち左傾斜の一次電子線走査により得られた二次電子検出信号に基づき左傾
斜ビーム走査像を合成し、且つ偶数番目の走査すなわち右傾斜の一次電子線走査により得
られた二次電子検出信号に基づき右傾斜ビーム走査像を合成する。この左右の視差画像を
三次元処理し、リアルタイムの三次元観察を実行するというものである。
【００２８】
　図２は、ビームを中心軸に対し対称に傾斜させる手段である。符号の３７は左目用傾斜
ビーム軌道（左傾斜）を、３８は右目用傾斜ビーム軌道（右傾斜）である。
【００２９】
　左右の視差画像を得るために、第１のビーム傾斜角制御電源２４からの信号を傾斜信号
増幅器３３で増幅し、傾斜方向切り替えスイッチ３４により１ライン単位または１フレー
ム単位で切り替える。その際、例えば右傾斜側に反転入力器３２を設けることにより、左
傾斜の信号を反転して右傾斜に入力し、ビーム傾斜角制御コイル１０にプラスマイナスの
電流を流すことにより、ビームを中心軸に対し対称に傾斜させる。すなわち、ビームを左
右に傾斜する際、左に傾斜する時はビーム傾斜角制御コイル１０に例えば１Ａの電流を流
すとすると、右に傾斜する時はその値を反転して－１Ａの電流を流す。この構成では中心
軸を中心とするため、試料を真上から見た立体像が形成できることになる。
【００３０】
　さらに斜めから見た場合の三次元像の形成方法について説明する。
【００３１】
　図３のように新たに第２ビーム傾斜角制御電源３６を設け、傾斜信号増幅器３３を用い
て独立２系統の制御とし、左右の傾斜で独立した制御値を持たせる。この構成により、ビ
ーム傾斜角制御コイル１０にプラスマイナスの電流を流すのではなく、両方プラス、また
は両方マイナスの電流を流すことで、試料を斜め方向から見た立体像が形成可能になる。
なお、第１ビーム傾斜角制御電源２４と、第２ビーム傾斜角制御電源３６を設けたが、こ
れに限らず、１つの制御電源でＤＡＣにより値を切り替えることでも実現可能である。
【００３２】
　図４に、前述した方式によるビーム傾斜の概略図を示す。θは回転角、φは傾け角、ω
は視差角を表す。第１ビーム軌道中心軸は、従来の中心軸である。φの指定により従来の
中心軸を中心とした同心円を仮想的に描き、θを指定すればビームの傾け方向が決まる。
さらに視差角を指定することにより、左目用傾斜ビーム軌道３７と右目用傾斜ビーム軌道
３８が導き出され、ビーム傾斜角制御コイル１０に視差角に対応した電流を流すことによ
り、ユーザーが観察したい方向から試料１４を立体観察することが可能になる。
【００３３】
　図４（ａ）は、一次ビームをｘ方向に傾け角φだけ傾けた図である。このとき、ビーム
傾斜角制御コイル１０のｘコイルに流す電流量をＩｘとする。図４（ｂ）は、一次ビーム
をｙ方向に傾け角φだけ傾けた図である。このとき、ビーム傾斜角制御コイル１０のｙコ
イルに流す電流量をＩｙとする。
【００３４】
　図４（ｃ）は、傾け角φ，回転角θ，視差角ωの場合であり、このとき、右傾斜で流す
電流値は、ｘコイル：Ｉｘ・（sin（φ＋ω）／sin（φ））・cosθ、ｙコイル：Ｉｙ・
（sin（φ＋ω）／sin（φ））・sinθとなる。左傾斜で流す電流値は、ｘコイル：Ｉｘ
・（sin（φ－ω）／sin（φ））・cosθ、ｙコイル：Ｉｙ・（sin（φ－ω）／sin（φ
））・sinθとなる。
【００３５】
　そして、図５のような、Ｘ方向とＹ方向の三角関数や実験等から求めた制御テーブル等
を用いれば、ユーザーは容易に操作することができる。ユーザーが、θ回転角θ，傾け角
φ，視差角ωを指定すると、コンピュータ２８は、ビーム傾斜角制御コイルに、制御テー
ブルに記憶された電流量を与える。回転角等制御テーブルに当てはまるものがないとき、
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コンピュータ２８は内挿などを用いて値を計算する。
【００３６】
　前述の改良をしないで観察方向を変更する方法としては、試料ステージ１５を傾斜・回
転する方法が考えられるが、所望の位置設定に時間を要し、観察位置もずれてしまう。し
かし、前述の改良と試料台の傾斜・回転を組合せることによる利点（例えばビーム傾斜に
よる分解能劣化の軽減等）も考えられ、組合せることで装置の応用幅が広がる。
【００３７】
　（軸外偏向時の問題点、非点収差補正コイルの位置）
　試料上で所望の視差角を得るためには、前述公知特許でも示しているように、対物レン
ズ主軸から離れた位置に入射させ、レンズのビーム振り戻し作用を利用する。ところが、
ビームが非点収差補正コイル８の軸外を通過すると、偏向作用が発生し、ビーム傾斜角に
影響を与えてしまう。また、対物レンズ主軸に対し、離軸したビームが入射すると、対物
レンズ本来の球面収差と色収差から派生すると考えられる収差ボケにより分解能が劣化す
る。
【００３８】
　上記のような構成で立体観察をする際に、有用と考える手段を説明する。図１に本発明
における非点収差補正コイル８の配置例を示す。
【００３９】
　非点収差補正コイル８は補正が有効で、かつ傾斜角に影響を与えない位置に配置する。
具体的には、ビームの形を形成し易い位置で、かつ偏向作用が発生しにくい位置に配置す
る必要があるため、離軸する前である、ビーム傾斜角制御コイル１０より上段に配置する
。これにより、非点補正も有効で、かつ偏向作用は発生しにくくなり傾斜角に影響を与え
にくくなる。
【００４０】
　また、視差角ビーム傾斜をせずにビーム走査をして通常の荷電粒子線装置としての切り
替えが可能で、上記非点収差補正コイル８を用いることができる。
【００４１】
　次に、立体観察方法を切り替えることのできる視差画像表示プログラム及び操作画面に
ついて説明する。
【００４２】
　図６は、本発明の一例である荷電粒子線装置の操作画面を示す。視差角指定部位３９や
観察方向指定部位４０を設け、それぞれ指定することにより図５のような制御テーブルか
ら対応した値を呼び出し、ビーム傾斜角制御コイル１０に流す電流を制御すれば、ユーザ
ーは容易に視差角と観察方向を指定することができる。
【００４３】
　観察方向の指定は操作画面上だけではなく、例えばジョイスティックのようなハードウ
ェアで代用してもよい。また、立体観察時だけでなく、通常観察時も図６のような操作部
を用いてビームを傾斜させれば、試料ステージ１５を傾斜させることなく瞬時に二次元の
試料傾斜像が取得可能で、通常観察時にも応用可能である。
【００４４】
　試料の立体像を見るための方法として、立体液晶ディスプレイがある。
【００４５】
　近年の立体液晶ディスプレイは、専用めがねを用いたものから裸眼で立体視できる方式
に移りつつある。一般にゲームやメディア観賞のような用途では常時３次元観察するため
に専用めがねを用いてもよいが、荷電粒子装置では装置調整や観察条件の設定など、３次
元観察以外の操作と３次元観察を頻繁に繰り返す必要があるため、専用めがねではその脱
着がわずらわしく、裸眼での立体視が望まれる。
【００４６】
　裸眼立体液晶ディスプレイはその方式により２つに大別される。１つは液晶パネル内部
に視差バリアといわれるスリット状の液晶シャッターを設け、視差バリアに合わせて１画
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素毎に左右目に対応する画像データを配列したもの、もう１つは液晶パネル前面に指向性
を有するかまぼこ形状のビーム分割レンズ（レンティキュラ）を設け、レンズに合わせて
１画素毎に左右目に対応する画像データを配列したものである。これらの立体液晶ディス
プレイで立体視するにはディスプレイの画素配列に合わせて左右視画素データを入力すれ
ばよい。本方式では走査線の１ライン単位で左右視差に対応した画像データが交互に検出
されるので、２ライン分のラインメモリに左右視画素データを記録して配列を変換しディ
スプレイの表示レートに合わせて出力すればリアルタイムでの立体視が可能である。
【００４７】
　立体液晶ディスプレイを用いた立体観察の例について上述したが、さらに簡単に立体視
を可能とする方法について次に記す。左右視差に対応した画像を横に並べ、交差法または
平行法といわれる、寄り目または遠目により左右視画像を対応する目で見て重ね合わせ立
体視する。この場合には走査線の１ライン単位で入力される左右視差に対応した画像デー
タを２次元的に左右に配置するだけで良い。もう１つの方法は、アナグリフと言われる赤
青めがねを用いたものであり、左右視画像にそれぞれ対応するめがねの色を着色して一般
的なディスプレイに重ね合わせ表示すればよい。
【００４８】
　しかし、上記立体観察方法にはそれぞれ以下のような特徴があり、どの観察方法が適し
ているかは観察者に依存する部分が多い。
【００４９】
　立体液晶ディスプレイは訓練の必要なく、通常操作の障害にもなりにくく、裸眼でも立
体観察が可能であるが、設置スペースを要し、高価である。
【００５０】
　また、交差法や平行法は専用の道具は必要なく裸眼で立体視が可能だが、寄り目や遠目
により通常操作に不向きであり、訓練が必要で、どちらかを苦手とする操作者も少なくな
い。
【００５１】
　さらに、アナグリフ法は訓練の必要なく立体観察が可能だが、立体観察には常時赤青め
がねが必要であり、めがね脱着のため通常操作に不向きであり、色フィルタによる輝度低
下が懸念される。
【００５２】
　そこで、図６の操作画面上に、前述の観察方向指定部位４０と視差角指定部位３９に加
え、上記立体液晶ディスプレイ・交差法・平行法・アナグリフ法の立体観察方法選択部位
４３を配置する。これは、例えばスイッチのようなハードウェアで代用してもよい。具体
的には、荷電粒子線装置における操作画面上に、左右の視差画像データのどちらかの平面
画像を表示可能な第一表示領域４１と、もう一方を表示可能な第二表示領域４２を設け、
同一画面上で左右の視差画像を表示し、例えば第一表示領域４１に右目用画像を表示し、
第二表示領域４２に左目用画像を表示させ、第一表示領域４１を左側に、第二表示領域４
２を右側に配置すれば、交差法による実時間での立体観察が可能となる。
【００５３】
　例えば、前述した操作画面上に配置する、立体観察方法選択部位４３の切り替えをボタ
ンで行う。図６は、例として交差法を選択している。
【００５４】
　ここで、平行法の切り替えボタンを押すことにより、内部的に傾斜電流の制御ＤＡＣ値
を反転させる、または物理的に傾斜角切り替えのスイッチングのタイミングを逆にし、荷
電粒子線を傾斜させるためのコイルに流す電流を反転させる、または左右の走査タイミン
グを逆にすれば、第一表示領域４１に左目用画像が、第二表示領域４２に右目用画像が表
示され、瞬時に平行法に切り替えることが可能となる。
【００５５】
　また、アナグリフ法の切り替えボタンを押すことにより、左右の視差画像にそれぞれ対
応するめがねの色を着色し、重ね合わせて表示すれば、アナグリフ法による立体観察が可
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能となる。
【００５６】
　さらに、立体液晶ディスプレイの切り替えボタンを押すことにより、立体液晶ディスプ
レイの画素配列（視差バリア方式，ビーム分割（レンティキュラ）方式等）に合わせて左
右視差画素データを入力することで、立体液晶ディスプレイによる立体観察が可能となる
。
【００５７】
　これにより、ユーザーは自分に適した立体観察方法を容易に指定することができる。
【００５８】
　本発明では、さらに、図７のように第１集束レンズ４及び第２集束レンズ５（図７では
図示されていない）の下に第３集束レンズ制御電源２２で制御される第３集束レンズ（収
差補正レンズ）９を設け、その上段に配置する視差角形成用電磁コイル７に、第１収差制
御電源２１と第２収差制御電源３５を設ける。前述のビーム傾斜角制御コイル１０のよう
に２系統で独立の制御とし、制御をビーム傾斜角制御コイル１０に連動させれば、本発明
を実行した状態で、対物レンズの軸外収差と第３集束レンズ（収差補正レンズ）９の収差
をリアルタイムで相殺させ、離軸による収差ボケを相殺することができる。
【００５９】
　さらに、傾斜角が浅い場合等、収差ボケが少ないと予測される時は、視差角形成用電磁
コイル７は使用せずビーム傾斜角制御コイル１０のみを使用してビームを傾斜させる。収
差の相殺は行わずに非点収差補正コイル８のみでボケがある程度取れると考えられるため
、状況に応じて収差の相殺と非点収差補正を使い分ける、または両方使用することで、使
いやすさが向上する。その際、非点収差補正コイル８は視差角形成用電磁コイル７より上
段に配置する。
【符号の説明】
【００６０】
１　陰極
１′　電子銃
２　陽極
３　一次電子線
４　第１集束レンズ
５　第２集束レンズ
６　絞り板
７　視差角形成用電磁コイル
８　非点収差補正コイル
９　第３集束レンズ（収差補正レンズ）
１０　ビーム傾斜角制御コイル
１１　走査コイル
１２　対物レンズ
１３　反射電子用検出器
１４　試料
１５　試料ステージ
１６　二次電子検出器
１７　信号増幅器
１８　高圧制御電源
１９　第１集束レンズ制御電源
２０　第２集束レンズ制御電源
２１　第１収差制御電源
２２　第３集束レンズ制御電源
２３　非点収差補正電源
２４　第１ビーム傾斜角制御電源
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２５　走査コイル制御電源
２６　対物レンズ制御電源
２７　信号入力部
２８　コンピュータ
２９　表示装置
３０　画像メモリ
３１　入力装置
３２　反転入力器
３３　傾斜信号増幅器
３４　傾斜方向切り替えスイッチ
３５　第２収差制御電源
３６　第２ビーム傾斜角制御電源
３７　左目用傾斜ビーム軌道
３８　右目用傾斜ビーム軌道
３９　視差角指定部位
４０　観察方向指定部位
４１　第一表示領域
４２　第二表示領域
４３　立体観察方法選択部位

【図１】 【図２】



(10) JP 5350123 B2 2013.11.27

【図３】 【図４－ａ】

【図４－ｂ】 【図４－ｃ】
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